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水難救難所員の身分保障制度の確立と救助活動 

に対する支援制度の拡充に関する意見書（案） 

 

 標記の意見書を別紙のとおり、白老町議会会議規則第８条の規定により提出いたし

ます。 



水難救難所員の身分保障制度の確立と救助活動 

に対する支援制度の拡充に関する意見書（案） 

 

漁業者は、食料の安定供給ばかりでなく、藻場干潟の保護による環境保全、操業を

通じた国境監視や海難事故等に際しての人命救助等の多くの役割を担っている。 

 また漁村には、漁業者を構成員とする水難救難所が設置されており、一たび海難事

故が発生した場合、多くの漁業者が救難所員として救助活動に従事しているが、近年、

海難事故は漁船ばかりでなく、海洋レジャーの普及によるプレジャーボート等の事故

も増加しているほか、近日の情勢変化により海上保安部の活動範囲が広がるなどして

いるため、水難救難所の役割についても、かつての漁業者の相互扶助から、現在では

広く国民の生命財産を守る役割へと拡大している。 

 このような中で海難救助に当たる「水難救難所員」はあくまでもボランティアであ

り、救助活動の際の災害に対する補償が限られていることから、水難救護法により救

難所の位置づけや、所員の身分を保障する必要がある。 

 また、救助の際の経費など、救助活動への経済的支援拡充が必要である。 

 よって、国においては、次の措置を講ずるよう強く要請する。 

記 

１ 水難救護法の改正により身分保障の確立を図ること。 

２ 現在ボランティアとして対応している水難救難活動に対して、救助所要経費等の

支援を拡充すること。 

   

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 
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北海道白老郡白老町議会議長 山 本 浩 平   
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